
〇この資料では、産業連関表の見方と利用の方法について説明します。
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〇はじめに、産業連関表でできることを説明します。

〇主に２つに分けられます。

〇１つ目は、地域経済の構造分析です。

作成された産業連関表から、地域経済の規模や特徴、構造を把握できます。

また、異なる年次の産業連関表を比べることで、その間の産業構造がどう変化

しているか、傾向を読み取ることができます。

〇２つ目は、経済波及効果の分析です。簡単に言うと、モノを作った時、イベント

を開催した時などに発生する、経済的な影響を測定するものです。

〇例えば、2020年東京オリンピック・パラリンピックの経済波及効果や、サッカー

・ワールドカップの経済波及効果などが試算され、新聞やニュースなどでも報道

されました。

〇このように、産業連関表は、地域経済の分析や把握に役立つ有力な道具と言

えます。

2



〇主な内容として、

１ 産業連関表の概要について、

２ （産業連関表を使った）経済波及効果分析について、説明します。

3



〇産業連関表は、特定の地域において、一定の期間、通常は１年間のあいだ

に行われた、財やサービスの産業間取引を一つの表にまとめたものです。

〇国では、総務省を中心に作成しており、地方自治体では、全国の都道府県や

一部の政令市で作成しています。

国の産業連関表が、原則５年に１度、５年かけて作成されることから、地方自治

体の産業連関表も、おおむね５年ごとに作成しています。

〇神奈川県の産業連関表は、令和２年６月に公表された平成27年表が、公表さ

れているなかで、最新のものです。

現在は、令和７年度に公表を予定しております、令和２年表の作成作業を進

めています。
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〇産業連関表には、大きく３つの特徴があります。

〇まず、農業からサービス業まで、全産業の生産額や取引構造を、統一的な基

準で一覧にし、産業間のつながりを表すことができます。

〇次に、生産した財やサービスの消費や輸出などの、最終需要を表すことがで

きます。

〇さらに、生産活動により新たに付加された価値として、産業に従事している人

の賃金や企業の儲けなどを表すことができます。
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〇神奈川県産業連関表の構成について、説明します。

部門分類では、13、37、107、187の４つの部門分類で表を公表しています。

〇表の種類は、取引基本表、投入係数表、逆行列計数表の３種類ですが、 付

帯表の雇用表も合わせて、４つの表を公表しています。

〇次に、部門分類と、表の種類について、それぞれ具体的に見ていきます。
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〇13部門表については、

神奈川県のHP(https://www.pref.kanagawa.jp/docs/x6z/tc20/sanren/newest.html）

から実際の表をみていただくと、より理解が深まります。

〇公表されている中で最も粗い分類が13部門表で、最も細かい分類は187部門

表です。
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〇ここでは部門分類のイメージを図で示しています。

〇例えば、13部門では、農林漁業という項目が、107部門では耕種農業、畜産、

農業サービス、林業、漁業と、より細かな部門に分かれています。187部門では

、それらがさらに細かく分かれています。

〇実際に、産業連関表を作成する際は、500部門以上の品目について、生産額

を積み上げて作成しています。

〇これら約500部門のすべての品目について、経済センサスなど様々な既存の

統計調査結果を用いて、統一した基準で生産額を算出しています。

〇それら既存の統計調査結果が公表された後に作業を進めるため、作成に時

間を要し公表まで約5年かかります。
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〇ここでは、産業連関表の構造を見ていきます。

〇産業連関表では、タテ方向の計数の並びを「列」と言います。

各列では、その部門の材・サービスの生産にあたって用いられた原材料、燃料

、労働力などへの支払いの内訳、すなわち費用構成が示されており、産業連関

表ではこれを「投入」 input（インプット）と言います。

〇一方、ヨコ方向の計数の並びを「行（ぎょう）」と言います。

各行では、その部門で生産された財・サービスの販売先の内訳、すなわち販路

構成が示されており、産業連関表ではこれを「産出」 output（アウトプット）と言い

ます。

〇このため、産業連関表は「投入産出表」 Input-Output Tables（インプットアウト

プットテーブルズ） 略してＩ－Ｏ（アイオー）表とも呼ばれます。
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〇ここでは、取引基本表について、パンの生産から消費までの例を見ていきます。

〇この表は、産業間の取引を金額で表示したもので、

この例では、小麦、小麦粉、パンしか産業がない世界と考えてください。

〇はじめに、タテの流れを見ていきます。

タテの流れは、買いの流れを表していて、ある産業が、どんな原材料を、いくら

分買った、ということを表します。

〇ここでは、小麦粉という産業について、タテに見ていきます。小麦粉工場は、小

麦粉を作る材料として、小麦を100円で農家から買って、工場で働く人の給料や

自分のもうけを150円上乗せして、250円の小麦粉を作ったということを表していま

す。

〇逆に捉えると、小麦粉250円分をつくるために必要としたものは、小麦100円分

と、人件費などの150円分ということができます。

〇これが「タテ」の流れ、「買い」の流れです。
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〇次は、ヨコの流れを見ていきます。

〇ヨコの流れは「売り」の流れです。

ヨコに見てみると、各産業が生産したものをどこへ販売したのか、販売先の流れ

を見ることができます。

〇先ほど小麦粉工場が作った250円の小麦粉を、ヨコの流れで見ていきます。

〇小麦粉は、パン屋へ250円で売られていった、ということを表しています。
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〇ここでは、タテの流れとヨコの流れを、小麦から小麦粉を経てパンが作られ、

我々消費者が口にするまでの流れを説明します。

①タテの流れの小麦から始まり、小麦は材料費が０円と仮定、農家のもうけを100

円とし、100円の小麦が生産されました。

②そして、生産された100円の小麦は、③工場へ100円で売られました。

④次に、小麦粉のタテの流れをみると、工場は原材料として小麦を100円で買い、

工場で働く人の給料150円を上乗せして、250円の小麦粉を生産しました。

⑤そして、生産された250円の小麦粉は、⑥パン屋へ250円で売られました。

⑦最後に、パンのタテの流れを見ると、パン屋は原材料として小麦粉を250円で

買い、パン屋で働く人の給料150円を上乗せして、400円のパンを生産しました。

⑧そして、生産された400円のパンは、⑨家計つまり消費者に400円で売られ、

最終的に消費されたということになります。

〇今回は小麦・小麦粉・パンの３つの品目を例にしましたが、実際の産業連関表

は表の名前にある部門の数、つまり最大187の品目について、同じようにマトリック

スであらわした表になります。
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〇投入係数表について説明します。

〇投入係数とは、先ほどの取引基本表の列部門ごとに、１単位の生産を行うた

めに使用した原材料等の大きさを示したものです。

〇スライド上の、パンの例で説明すると、パンの列は生産額400円のうち、原材料

の小麦粉は250円ですので、250÷400でパンに対する小麦粉の投入係数は

0.625となります。

これが、パンを１単位生産するために必要な小麦粉の大きさです。

〇つまり、投入係数表は、取引基本表では、金額で表示されている産業間の取

引関係を、比率として見ることができます。
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〇逆行列係数表について説明します。

〇逆行列係数は、ある産業に１単位の需要が発生した場合に、各産業の生産

額がどれくらいになるか、直接・間接の生産波及の大きさを示す係数であり、こ

れを産業別に一覧にしたものを逆行列係数表と言います。

〇計算過程は省略しますが、先ほどの投入係数行列の逆行列により求められ、

結果は、表のとおりとなります。

この表の列の合計は、当該部門に新規需要が１単位発生したときの、産業全

体への波及効果の合計に相当します。

〇そのため、この逆行列係数を使って、経済波及効果を計算することができま

す。
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〇付帯表である雇用表について説明します。

〇雇用表は、生産活動に投入した労働量を、金額ではなく、人数ベースで表し

たものです。

この表により、労働力の誘発効果等を求めることができます。

〇ここでは、雇用表を加工し、平成23年と平成27年の神奈川県内の産業別従

業者数を、比較しまとめたものを表示しています。

〇表から、サービス業従業者数の伸び率が最も高く、構成比も高いことがわかり

ます。

〇ここまでは、神奈川県産業連関表についての説明でした。
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〇ここでは、最新の平成27年神奈川県産業連関表を利用し、神奈川県の経済構

造を見ていきます。

〇県内生産額を13部門分類による産業別でみると、全体では平成23年と比べ平

成27年の状況は、9.1%増え65兆３千億円あまりとなっています。

〇構成比に着目してみると、神奈川県では、製造業とサービス業の生産が大きい

のがわかります。
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〇次に、このような神奈川県経済を、全国と比較して見てみます。

〇この円グラフは、平成27年神奈川県産業連関表の、37部門分類による産業

別構成比を特化係数で表したものです。

〇特化係数が１を超えると、全国水準に比べその産業に特化している、簡単に

いうと得意としている、ことになります。

〇神奈川県では、石油・石炭製品、情報通信機器、電力・ガス・熱供給が、大き

く全国水準を上回っていることが分かります。

〇全体では、37部門中12部門が全国水準を超えています。
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〇これは、37部門分類の県内生産波及力を示した表の一部です。

〇生産波及力とは、ある産業に需要が発生した場合に、産業全体にもたらされ

る生産増加の大きさです。

〇神奈川県では、鉄鋼、水道、製造業の生産波及力が高くなっています。

〇一般的に、製造業では、製品をつくる際、その原料や部品を作る産業にも影

響が波及するため、生産波及力が大きいと言われています。

〇自動車を含む輸送機械を例に見ると、需要が１億円増加した場合、県内の

生産額が１億3680万円増加することになります。

〇この１億3680万円というのが、報道等で経済波及効果、として取り上げられる

値になります。

〇以上が産業連関表の概要です。

18



〇ここから、産業連関表を使った経済波及効果分析について、説明します。
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〇冒頭で、オリンピックやワールドカップの経済波及効果の例をあげましたが、こ

こでは、神奈川県産業連関表の最近の利用事例をご紹介します。

〇令和４年に放映された、ＮＨＫ大河ドラマ「鎌倉殿の13人」に関する経済波及

効果については、放映前の令和３年に、日本銀行や、鎌倉市観光協会等が、そ

れぞれ試算し公表しました。

〇同じ平成27年の神奈川県産業連関表を利用していますが、条件の設定等に

より、波及効果の金額に違いが生じています。条件の設定については、のちほ

ど、経済波及効果分析ツールの試算の例で、簡単に説明します。

〇このように、経済波及効果の分析には、産業連関表が利用されています。

〇次頁以降では、より多くの人にとって身近な分析方法に感じられるよう、経済

波及効果とは何かについて説明します。
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〇ある産業に新たな需要が生じたときに、その需要を満たすために行われる生

産は、原材料などの取引を通じて、関連する産業に次々と波及します。この過

程を経済波及効果と呼んでいます。

〇例えば、自動車の需要が増加しているというニュースを見たときに、自動車が

売れるようになったら、自動車本体の生産量を増やす必要がある、というのはイ

メージしやすいと思いますが、実際には他の産業にも影響が波及していきます。

〇自動車の需要が増えると、まず県内での自動車の生産量が増えます。自動

車の生産量が増え、さらに自動車が売れるようになると、その自動車工場で働く

人の給与が増えます。

〇また、自動車の生産が増えることに伴い、部品の生産も増やす必要がありま

す。部品の生産が増えると、先ほど同様、部品工場で働く人の給与も増えます。

〇このように、モノが売れ労働者の給与が増えると、人々の消費額も増え、小売

業等県内のほかの産業の売上も増えていきます。

〇この過程を、経済波及効果と呼びます。
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〇次に、経済波及効果のイメージを説明します。

〇経済波及効果は、第１次波及効果と第２次波及効果に分けることができます。

〇第１次波及効果とは、直接効果と第１次間接波及効果のことを言います。

〇第２次波及効果とは、雇用者所得の増による消費増からの生産波及のことを

言います。

〇これら、第１次波及効果と第２次波及効果を合わせたものが、一般に経済波

及効果と呼ばれます。

〇次頁以降で、具体的に見ていきます。
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〇第１次波及効果について、見ていきます。

〇たとえば、自動車の需要が新たに発生します。これは直接効果です。

〇次に、これに対応して、自動車の生産を増やすと、その部品としてタイヤが必

要となるので、タイヤの生産も増えます。さらにタイヤを増産するため、原材料の

ゴムの生産も増えます。ガラスや車体等、他の自動車部品についても、同じよう

に部品やその原材料が増産されます。

〇自動車は数多くの部品からできているため、車の需要が増えると数多くの部

品産業にも波及していき、これらを第１次間接波及効果と言います。

〇このように、生産に伴う原材料等への生産波及の連続を第１次波及効果と呼

んでいます。
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〇第２次波及効果とは、雇用者所得の増による消費増からの生産波及のことを

言います。

〇第１次波及効果によって、売り上げが増えると、それに伴い、産業全体におけ

る雇用者の給料が増えていく、と考えられます。

〇経済波及効果分析の中では、給料が増えた分、お金を消費するようになると

見なします。人々が増えた給料でモノを買ったりサービスを受けることで、その消

費によりモノやサービスの売上が増えます。

〇このような、雇用者の所得増による消費を通じた波及を第２次波及効果と呼ん

でいます。

〇第１次波及効果と第２次波及効果を足したものが、一般に経済波及効果と呼

ばれます。

〇続いて、この経済波及効果を算出するための、分析ツールについて説明しま

す。
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〇神奈川県では、簡単な入力作業を行うことで、経済波及効果を算出できるツ

ールを２種類作成し、ホームページで公開しています。資料の最後に、ホーム

ページのリンクを掲載していますので、必要に応じそちらもご覧ください。

〇それでは、２種類のツールについて説明します。

〇まず、需要増加ツールは、消費などの最終需要が増えたときに、どれくらいの

経済波及効果があるかを計算することができます。

〇次に、生産増加ツールは、県内の企業などが生産を増やしたときに、どれくら

いの経済波及効果があるかを計算することができます。

①分析ツールでは、分析したい事例について、増加額を設定します。

需要増加ツールの場合は需要額、生産増加ツールの場合は生産額です。

②次に、増加額について、産業連関表の107部門表のどの部門分類に対応す

るか、設定します。

③他の項目と併せて、分析ツールに入力し、波及効果を算出できます。

〇次頁では、具体的に、分析ツールへの入力例を見ていきます。
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〇どのように、経済波及効果が算出されるのか、具体例を見ながら説明します。

〇ここでは、簡易な分析事例として、マラソン大会がもたらす県内への経済波及

効果を試算してみます。

〇分析ツールへの入力の前に、入力内容を検討します。

〇まず、参加者は、ランナーと観戦者を合わせて１万人と想定し、費目について

は、交通費からレジャー代まで、１人当たりの金額を算出します。

各費目のカッコ書きは、産業連関表の部門分類で、交通費は鉄道輸送、飲食

代と土産代は、食料品、レジャー代は、温泉の入浴料金を想定しているため、

洗濯・理容・美容・入浴業に設定しました。

〇ここでは、参加者全員が同じ金額を消費した、と想定します。

〇つまり、それぞれの費目について、１万人分、需要額が増加したと想定します

。

なお、これが、25頁に記載の、①増加額の設定になります。こうした設定の違

いにより、経済波及効果の金額等に違いが生じてきます。
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〇続いて、需要増加ツールへ入力を行います。ここでは、実際の入力画面を表

示しています。

〇まず、①、基本設定シートで、分析内容や、表示単位について入力を行いま

す。

〇次に、②、先ほど想定した、参加者や費目について、入力します。
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〇入力を終えると、結果シートに分析結果が表示されます。

〇まず、経済波及効果は、「４ 分析結果」「総合効果（合計）」に記載の、3,462

万円となります。

総合効果は、先ほど説明した、直接効果、第１次間接波及効果、第２次間接

波及効果の合計となっています。

〇また、ここでは、給料の増加分を表す「雇用者所得誘発額」や波及効果によっ

て増える県内の従業者数の数「就業誘発者数」も把握できます。

〇さらに、「５ 生産誘発額上位10部門内訳」の表では、需要増加額を入力した

部門分類以外にも間接波及効果があらわれることがわかります。
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〇産業連関表による経済波及効果分析は、あくまで経済モデルの１つです。

〇たとえば、国や自治体が、新たにイベントを開催するときや、企業が、大きな

商業施設を建設するときに、効果がまったくわからないと、実施すべきかどうか

の判断ができません。

そのような場合に、産業連関表を使って経済波及効果を試算することができま

す。

〇ただし、経済波及効果分析には様々な前提や注意点があります。

〇ここでは、主な注意点を記載していします。

〇この他にも様々な注意点がありますので、神奈川県ホームーページに掲載し

ている、利用の手引きや各ツールに記載されている留意点をご覧いただいたう

えで、ご使用ください。
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〇最後に、この資料の内容をまとめました。

〇今回は、産業連関表がどのような統計か、そして産業連関表を利用した経済

波及効果分析について説明しました。

〇産業連関表については、本日の内容と照らし合わせて、ぜひ神奈川県のホ

ームページなどをご覧ください。

経済波及効果分析ツールも掲載しておりますので、実際に利用してみてくださ

い。
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